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 １．社内外での職業訓練（研修）に関する費用対効果 
　　 向上の取組

② 社内外での職業訓練の組み立て方

在職者訓練（社内外訓練含む）において、企業側と受講者側には意識の「ギャップ」が生じやすく 
これが訓練効果を下げる要因となります。

企業（経営層）の悩み
訓練の効果が実務で見えない。 
費用対効果（コストに対する業績上のメリット）を数字で説明できず、次回の予算確保が厳しくなる。

受講者（従業員）の悩み
受講の目的や理由が分からない（「なぜ自分が？」「業務に関係ないのに」）。 
訓練中も通常業務が止まらないため、仕事が溜まることへの不安や負担感が大きい。

【費用対効果を高める５つのヒント】
企業と社員の認識のズレを解消し、成果を上げるためのポイントです。

1. 能力・レベルの明確化と共有
会社が求める職業能力を具体的に提示し、社員との認識のミスマッチを防ぎます。 
能力評価基準を用いて訓練効果を「見える化」し、初期・中期・後期ですり合わせを行います。

在職者訓練とは 
公共職業能力開発施設が、企業で働く従業員の方を対象に実施する、2日から5日程度の

「短期セミナー」のこと。
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2. 密なコミュニケーション（ギャップの整理）
「会社が必要とする人材」と「現状」のギャップを整理し、誤解のないように伝えます。

会社と社員が常に同じ内容・質の情報を共有することが大切です。
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3. 動機づけ（期待を伝える）
「あなたに期待している」というメッセージを具体的に伝え、自発的な行動を引き出します。

人材育成計画における訓練の位置づけを示し、会社が社員を重要視していることを伝えます。

4. 萎縮させない環境整備（トップの関与）
経営層や上司は研修を指示するだけでなく、率先して関与します。

「余計な仕事が増える」といった不安を取り除くため、受講後のフォローアップ（面談・OJT計画の見
直し等）を行い、社員が萎縮しない環境を整えます。
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5. フィードバックの仕組み化
研修を通じて出た社員の提案や課題を、会社として吸い上げる仕組みを作ります。 
人材育成はトップダウンで進めます。 
「意見を言っても無駄」という失望感を防ぎ、会社全体でバックアップする社風を作ります。

経験則のみで訓練を組み立てると、内容に「偏り」や「漏れ」が生じがちです。公的な基準（例：
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構のツール等）を活用し、以下の手順で体系的に組み
立てます。

基準の選定とダウンロード
業種・職種に合った公的な評価データを準備します（例：「評価項目作成支援ツール」など）。

「何ができなければならないか」の洗い出し
「何を教えるか」ではなく、「仕事として何ができなければならないか（アウトカム）」の視点で必要
なスキルを抽出します。

カリキュラムの構成
「何を教えるか」ではなく、「仕事として何ができなければならないか（アウトカム）」の視点で必要
なスキルを抽出します。

時間設定と環境準備

 ２．社内外での職業訓練の組み立て方

経験則から大まかな所要時間を設定し、進捗を見ながら調整します。 
予算内で必要な機材・教材を準備します。

安全衛生の確保は最優先事項です。「ゼロ災害」を目指す体制を整えてください。
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「職業訓練の費用対効果を高める取り組み」を成功させる鍵は 
  会社が求める職業能力と、社員が認識している職業能力とを一致させることです。  
  客観的で質の高い訓練計画を作成するために、ツールや基準を参照・活用してください。

• 日本版デュアルシステム訓練修了後の評価項目作成支援ツール 
• 職業能力の体系（人材育成プラン） 
• 職業能力評価基準 
• 技能検定の試験基準
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